
1 海洋環境保護対象の拡大と国連海洋法条約―本稿の対象の限定

公海条約（1962年発効）が油および放射性物質による汚染を扱うわずか2ヵ条の条文しか

置いていなかったのに対し、国際連合海洋法条約（以下、「海洋法条約」と略す）は、「海洋

生物資源の保存並びに海洋環境の研究、保護及び保全を促進するような海洋の法的秩序を

確立することが望ましい」（前文）として、「海洋環境の保護と保全」と題する第12部に11

節46ヵ条にわたる規定を設けた。さらに、深海底活動における環境保護義務、排他的経済

水域（EEZ）における環境保護のための沿岸国の管轄権についても定めた。同条約は、海洋

環境の保護・保全に関する世界的法秩序の基本枠組みを設定したと言っても過言ではない。

もっとも、のちに環境保全の側面が強調されるようになる公海生物資源の保存・管理に

ついては一般的規定しか置かれておらず、この問題は、主要には、国連公海漁業実施協定、

国連食糧農業機関（FAO）採択のコンプライアンス協定および2009年 IUU〔Illegal, Unreported

and Unregulated、違法・無報告・無規制〕漁業防止協定、さらに地域的な漁業資源保存管理諸

条約などによって規律されている。また1992年生物多様性条約の採択後、海洋生物の多様

性保護の要請が強まり海洋保護区設定の動きが広がったが、1982年海洋法条約採択時には

この問題はまだ十分意識されてはいなかった。IUUや海洋保護区など最近の海洋環境保護・

保全の新しい課題については、国連持続可能な開発会議（リオ＋20）において採択された

「私たちが望む将来」（1）にも素描されているが、本稿では扱わない（2）。むしろ本稿では、海洋

法条約30周年を意識して、同条約が第12部で中心的に扱った海洋環境汚染の防止および規

制の問題にごく簡単に触れた後、同条約がいくつかの規定を置きながらその内容には十分

踏み込まなかった国の賠償責任の問題に焦点を絞って、同条約が何を確定し、何を問題と

して残したか、その後、これらの問題にどのような進展があったかについて簡単に振り返

ってみたい。

2 海洋汚染防止のための海上執行管轄権の行使と課題

海洋汚染防止に関する海洋法条約の最大の貢献のひとつは、その第12部第5節において、

陸起源、国家管轄下の海底活動、深海底活動、投棄、船舶起因、大気というすべての海洋

汚染源を対象に、海洋汚染を防止・規制するための国際規則と国の法令制定権の関係なら

びにそれらを執行する国の管轄権について、はじめて総合的な規定を整備したことである。
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とりわけ、投棄および船舶からの海洋環境の汚染の防止・規制については船舶の旗国を中

心としつつ沿岸国および寄港国を含む関係国の立法管轄権および執行管轄権の範囲と限界

およびそれに伴う保障措置を整備することによって、国際海事機関（IMO）と緊密に協力し

つつ海洋汚染防止のための実効的な国際的法制度を整備する法的基盤を構築したと言って

よい。周知のように、海洋投棄と船舶からの排出の規制については、1972年のロンドン投

棄条約およびその1996年議定書、ならびに、1978年の議定書によって改正された1973年の

海洋汚染防止条約（MARPOL 73/78）とその1997年議定書（附属書 I―VI）が海洋投棄および

船舶からの汚染（油、有害ばら積み液体物質、収納有害物質、汚水、廃物、排気）を規制する

実体面での国際基準を設定してきた。これらの条約は黙示的受諾方式による改正など海洋

環境を保護・保全するために時代の要請に応えてそれらの規則・基準を更新し新設するシ

ステムを有している。ちなみに、これらの条約の2012年9月30日現在の締約国数とそれら

の条約が適用される船舶の総トン数に占める比率を示せば次のようである（3）。1972年ロンド

ン投棄条約（87ヵ国、67.17%）、同1996年議定書（42ヵ国、35.64%）、MARPOL 73/78附属書

I／II（152ヵ国、99.20%）、同III（138ヵ国、97.59%）、同IV（89.65%）、同V（144ヵ国、98.47%）、

同VI（71ヵ国、94.29%）。この数字が示すように、投棄条約の締約国数および適用船舶の割

合はまだ低いが、MARPOL 73/78は、その附属書 I―VIがほとんどの主要海運国および航行

船舶をカバーしていることが理解できよう。

このように投棄や船舶からの排出等の防止・規制に係る実体法規の形成と更新は、上記

のとおり基本的には IMOの関連諸条約およびそれが採択する規則や基準に委ねられている。

これらの条約の具体的な内容および IMOにおけるその後の基準の展開は紙数の関係上ここ

では触れないが、IMOのホ－ムペ－ジでその内容を確認することができる。海洋法条約は、

rule of referenceと呼ばれる方式を採用し、実体法規についてはこれらの規則及び基準を「一

般的に受入れられている国際的な規則及び基準」または「適用のある国際的な規則及び基

準」として認め、原則としてこれらの国際基準と同等の（または必要に応じてそれ以上の）基

準を国内法で採用し、執行することを締約国に求めまたは許容する。何が「適用のある国

際的な規則及び基準」を構成するかについては議論があるが、日本は、日本が批准・加入

した IMOの関連諸条約を国内法に整備して実施するという基本的立場をとってきている（4）。

IMOの諸条約は、それが設定した汚染防止規則及び基準を実施するための規定を置いて

いる。例えばMARPOL 73/78の第4条、第6条―第8条では、条約が定める規則及び基準は

基本的には旗国の国内法令を通じて実施され、補充的に寄港国または沿岸国が「管轄権の

範囲内における」条約違反について法令で禁止し自ら処罰するか、または発見した違反を

旗国の主管庁に通報する仕組みが採用されている。しかし船舶の各海域における航行の権

利との関連で、具体的に沿岸国および寄港国が自国の環境保護利益のためにまたは各国の

管轄権を超えた公海海域での環境保護のために、どのような立法管轄権および執行管轄権

を行使しうるかについて、個々の IMO条約で管轄権の一般的枠組みを決定することには限

界があった。海洋法条約の第12部第5節―第7節の諸規定は、旗国の義務を強化するととも

に、寄港国および沿岸国が行使しうる権限について、船舶の航行の利益および旗国の権限
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とも調整しながら、かつそれらの微妙なバランスにも配慮しつつ、その総体的枠組みを設

定した。例えば、領海航行中の外国船舶が沿岸国の主権に基づき制定した海洋汚染防止法

令に違反した嫌疑のある場合には、当該沿岸国は物理的検査を実施し証拠があれば船舶抑

留を含む手続を開始し、故意かつ重大な汚染行為の場合自由刑を含む刑罰を科すことが許

されるが、排他的経済水域または領海を航行中の外国船泊が排他的経済水域内で犯した海

洋汚染防止法令違反の嫌疑の場合には、それが海洋汚染防止に関する適用のある国際規則

及び基準に違反する場合に限り、しかも原則として情報提供を求める権限のみを沿岸国は

行使することができ、著しい海洋環境汚染をもたらす実質的排出が生じたと信ずる明白な

理由に加え情報の提供を拒否したなどの特別の理由のない限り物理的検査を行なうことは

できず、さらに抑留などの手続に進むには領海や排他的経済水域の資源に対する著しい損

害をもたらす排出が生じたとの明白かつ客観的証拠があるなどのさらに重大な事由がなけ

ればならないという仕組みが採用されている（海洋法条約第220条2項から6項参照）（5）。さら

に排他的経済水域での外国船舶による法令違反に関する手続については、訴追等の手続の

開始に関して船舶の旗国による手続に優先性が与えられるほか（同第228条2項）、ボンド

（保証金）等の提供を条件として速やかに釈放すること（同第226条1項（b））、金銭罰のみ科

すこと（同第230条1項）なども要求される。

海洋法条約の諸規定と IMO諸条約の相互作用を通じて、少なくとも船舶を媒介とする海

洋汚染については詳細かつ実効的な汚染防止・規制制度が整備されていると言ってよい。

しかし、これによって問題が解決されているかと言えば、海洋法条約採択以降の30年間に、

国際社会は数々の重大タンカー事故を経験し、違法な投棄や排出はいまだ後を絶たない。

例えば海洋法条約自体にも、領海通航中に違法な排出行為をしたあと排他的経済水域を航

行中の外国船舶に対する沿岸国の管轄権について明示の規定がないなど解釈で補うべき不

備もないわけではない。また公海上の違法な油排出に対して寄港国に一種の普遍的管轄権

を付与したとしても（海洋法条約第218条1項）、任意の個別寄港国にこれを求めるには無理

がある。了解覚書（MOU）等を通じた共同の規制が地域ごとに発達してきたゆえんであろ

う。またMARPOL 73/78第5条4項および海洋法条約第227条は非締約国船舶に対する条約

の準用または義務履行における法上・事実上の差別禁止を定めており、非締約国船舶にも

同等の規制を及ぼすことを求めている。日本の国家実行も IMO諸条約の締約国船舶か非締

約国船舶かに関係なく「海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律（海洋汚染等防止法）」

違反の嫌疑のある船舶を検挙していると考えられる（6）。IUU漁業取り締まりにも共通するが、

基準以下非締約国船舶にどこまで条約基準が準用できるかは詰めるべき問題のひとつであ

ろう。また排他的経済水域で油排出が航空機によって視認された場合に任意回航を要請し

て調査を実施し海洋汚染等防止法で検挙した例もいくつか報告されており（7）、海洋汚染防止

の必要から前記第220条の執行は任意性に訴えつつも文字どおりの抑制的手続は必ずしも踏

まれていないと思われる。海洋法条約および海洋汚染防止に関する IMO諸条約の実施に関

する現状と課題に関する IMOの考え方については毎年度の事務局長報告において示されて

いるのでそれを参照されたい（8）。
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3 海洋汚染損害に対する賠償責任―国連海洋法条約とその後の展開

（1） 国連海洋法条約の責任条項の特徴

海洋法条約には、海洋汚染損害に対する国の責任について直接的に触れた規定として、

海洋環境の保護・保全義務一般に関する第235条、科学的調査に関する第263条、深海底活

動に関する第139条および附属書 III第4条4項があり、軍艦その他免除を享有する国家船舶

の船舶起因汚染にも適用される規定として、第31条、第42条5項および第54条がある。軍

艦等の航行が海洋法条約または同条約に定める国内法令に違反して沿岸国に損害をもたら

した場合の軍艦等の旗国の国際的責任は、商船による同様の損害には民事責任が適用され

ることを前提として、免除を享有する船舶についてのみ旗国に責任を負わせたものである。

商船が沿岸国に重大な汚染損害をもたらした場合に旗国に補完責任を負わせるという議論

がまったくなかったわけではないが、そのような提案は採用されなかった（9）。深海底活動の場

合も、違法な操業活動に起因する損害に対する契約者（事業者）の賠償責任を基本に置く（海

洋法条約附属書 III第22条）。そのうえで、保証国が海洋法条約第11部に定める義務を履行し

なかったことに起因する損害については保証国に賠償責任を負わせ、保証国が同条約および

附属書の要求するすべての必要かつ適当な措置をとった場合には同国に賠償責任を負わせ

ない。しかし、その起草過程をみれば、むしろ当初は保証国に広く賠償責任を負わせる提案

のほうが優位していた。ところが契約者の民事責任がまず確認され、米国から保証国の責任

を削除する提案があったのを契機として、保証国の賠償責任が大きく制限されたと言える（10）。

しかし、契約者が負う民事責任の性格（厳格責任か過失責任か）についても、保証国が責任を

負う条件と責任の限度についても、起草者の間に明確な合意があったとは思われない。

さらに条約は、国が実施しまたは国に代わって実施される海洋科学調査については当該

国に賠償責任を負わせたが、海洋科学調査と損害発生の場所の違い（沿岸国管轄水域内と公

海）に基づき責任内容を異にすべきか否かをめぐる議論があり、結局、責任の要件および内

容を海洋汚染損害一般に関する第235条に従わせることとした（11）。ところが第235条は、国

が「国際法に基づいて責任を負う（liable）」こと、ならびに、適正な賠償および補償を確保

するために損害の評価、賠償および補償に関して「責任に関する現行の国際法」を実施す

ることしか定めていない。自らは国際法の内容には触れず慣習国際法または国際条約に丸

投げしていると言ってよい。起草過程をみれば、他国領域内で環境損害が発生した場合に

トレイル・スメルター事件仲裁判決の基準に基づき汚染行為の発生源国が責任を負うとす

る見解と、私法条約こそ合理的だとする見解の対立があった。国の主権的行為に起因する

損害には国際法に従った国の賠償責任、国の商業的行為に起因する損害には私法に従った

国の賠償責任、私人に起因する損害には私法に従った私人の民事責任で対処するとの妥協

案も受け入れられることなく、ついに条約は、行為の国への帰属にも国の義務違反にも一

切言及することなく、ただ国は「国際法に基づいて責任を負う」という規定形式において

のみかろうじて妥協に達することができた（12）。

端的に言えば、海洋法条約第139条が深海底活動に関連する契約者と保証国の責任（賠償
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責任を含む）について若干新しい道筋をつけたとはいえ、海洋法条約の責任に関する諸条項

は、それ自体として直接責任の内容を定めたものとは言えず、国家責任に関する一般国際

法および海洋関連の国際民事責任条約の定める規則ならびにその将来的発展に多くを委ね

ていたと言ってよい。このように、損害についての責任に関する海洋法条約の独自の規定

がきわめて乏しいことに鑑みれば、同条約の責任諸条項が国際法に基づく責任に関する現

行の規則の適用および新たな規則の発展を妨げないという第304条の注意規定はなおさら必

須のものだったと言えよう。確かに、海洋汚染に関してはトリー・キャニオン号事件をは

じめ船舶起因の汚染事故に関する責任問題に注目が集まり、タンカーによる油濁損害につ

いては、船舶の旗国の責任ではなくもっぱら船舶所有者の民事責任を定めた1969年の油汚

染損害民事責任条約（CLC）、および、それで不十分な場合には、1971年の国際油汚染補償

基金設立条約（FC）によって処理する途が次第に定着しつつあった。しかし、自国の管轄・

管理下の活動が他国およびその環境に対し汚染損害を生じさせないように注意する義務を

負うというトレイル・スメルター原則は、海洋法条約第194条2項にも受け継がれており、

船舶起因の汚染損害以外の分野では、ケイ（Kaye）が指摘するように、陸上起源の越境海洋

汚染に対する国の責任をはじめ越境海洋汚染の際の国家責任を導く基本原則としてなお有

効に機能する余地が残されていた（13）。

（2） 船舶起因汚染損害と民事賠償責任の展開　

海洋汚染の分野では、汚染損害の原因行為である船舶の運航、海底鉱物資源の探査・開

発活動などが主に私企業によって実施されていることから、トリー・キャニオン号事件を

契機に採択された1969年CLCおよびそれを補完する1971年FCは、船舶所有者と海上輸送

された拠出油（原油および重油）を受け取る石油業者に損害を 補させることにより、越境

損害に対する責任問題をもっぱら民事責任の枠内で処理することとし、その後の国際民事

責任条約の嚆矢となった。

現在、日本が締約国になっているのは、それぞれ1992年改正議定書によって改正された

1992年CLCと1992年FCである（14）。1992年CLCは、ばら積みの油を貨物として輸送する船

舶（タンカー）の海難による油の流出または油の排出に起因する油汚染損害の責任を規律す

る。同条約は、原則として船舶所有者（船主）に責任を集中し（第3条1項、4項）、船主に厳

格責任（strict liability）（15）を課す（第3条1項―3項）とともに、賠償には責任限度額（2000年改

正により5000トン以上の船舶では、631SDR〔特別引出権〕/トン×総トン数、最大8977万SDR）（16）

を設定し（第5条）、船主の責任上限に適合する強制保険制度を設けるよう締約国に義務づけ

る（第7条）。また、賠償請求権の消滅時効は損害発生時から3年、除斥期間は事故発生日か

ら6年と設定され（第8条）、汚染損害が発生しまたは防止措置がとられた締約国の裁判所が

裁判管轄権を有し、そのうち船主により基金が形成された裁判所が基金の割当・分配に排

他的権限を有するが（第9条）、管轄裁判所の下した終結判決は締約国で承認され、執行力を

付与される（第10条）。これらの民事責任に関する基本的枠組みは1969年CLC以来一貫して

いるが、海洋法条約の採択を受け、CLC条約の適用範囲は締約国の排他的経済水域にまで

拡張された（第2条）。さらに海洋法条約第1条1項（4）号が、「海洋環境の汚染」を「人間に
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よる海洋環境（三角江を含む。）への物質又はエネルギーの直接的又は間接的な導入であって、

生物資源及び海洋生物に対する害、人の健康に対する危険、海洋活動（漁獲及びその他の適

法な海洋の利用を含む。）に対する障害、海水の水質を利用に適さなくすること並びに快適性

の減殺のような有害な結果をもたらし又はもたらすおそれのあるものをいう」と定義した

ことも踏まえて、1992年CLCではまず「環境」が「大気、水、土壌、動物相及び植物相な

どの非生物的および生物的な天然資源、これらの諸要素間の相互作用、ならびに、景観の

特徴的な状況を含む」と定義され、「損害」の定義には「環境の侵害による損失又は損害」

および「財産又は環境（天然資源を含む。）の原状回復のための合理的措置」が含められた

（第1条（a）および（b）号）。これは賠償額の増額をもたらし、それに伴い責任限度額および基

金による補償限度額のいっそうの引き上げをもたらす可能性がある。

他方、1992年CLCによって与えられる保護が十分でない範囲において汚染損害の補償を

行なうこと（第2条1項（a）号）を目的のひとつに掲げる1992年FC議定書は、1971年基金と

は別に1992年基金を設置し、1事故あたりの基金の補償限度額を、1992年CLCに基づき実

際に支払われる賠償額との合計額の場合、および、不可避的・不可抗力的性格を有する自

然現象による汚染損害に対して基金が支払う場合を、ともに1億3500万SDR（ただし例外的

場合には2億SDR）に設定した（第4条4項（a）―（c））。しかし、2000年には黙示的受諾方式に

よる改正（2003年発効）により基金の補償額を約1.5倍の2億3000万SDRに引き上げた（例外

的場合には3億74万SDR）。しかし、2002年スペイン沖のプレスティージ号（4万2820トン、

バハマ船籍）事故などタンカーによる大規模な油汚染事故に対処するためには、さらに1992

年CLCおよびFCを補完する第三の基金が必要になった。このため2003年に1992年FCに対

する2003年議定書が採択（2006年発効）され（17）、同追加基金は、1992年のCLCおよびFCに

よって実際に支払われる額を含めて補償限度額を7億5000万SDRに設定した（第4条2項（a））。

日本も同議定書に2004年に加入した（18）。これらの基金に関係した船舶汚染事故と支払われ

た金額については、国際油汚染補償基金（IOPCF）の事故報告に一覧表または要旨が掲載さ

れている（19）。ちなみに、日本に被害をもたらした1997年ナホトカ号（1315トン、ロシア船籍）

事件の場合には、1992年CLCの責任限度額が約159万SDRであり、総額約260億9000万円

の和解による支払いのうち、船主・保険会社と IOPCFの包括的解決協定により保険会社が

約110億円を支払い、残りの約150億円を1992年基金と1971年基金で支払った（20）。国土交通

省によれば主な補償対象者は、国（約18.8億円）、海上災害防止センター（約124.5億円）、地方

自治体（約56.4億円）、漁業者（約17.7億円）、観光業者（約13.4億円）、船主（7.8億円）となっ

ている（21）。他方、1992年のプレスティージ号事故の場合には、フランス、スペイン、ポルト

ガルの被害見積もり総額10億ユーロ超に対し、1992年CLCの責任限度額はわずか約2278万

ユーロ、これを含む1992年FC補償限度額が1億7150万ユーロであり、これまでにスペイン

政府とポルトガル政府にそれぞれ1億1400万ユーロと約33万ユーロが支払われているがな

お補償問題は係属中である（22）。

なお、上記制度は、2003年FC追加基金議定書に伴う油受取人の負担増を軽減しタンカー

所有者と負担を平等化するために、船主の国際グループ（P&Iクラブ）が中心になって作成
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した2つの民間協定に支えられている。小型タンカー油濁損害賠償協定（STOPIA）は、2万

9548総トン以下の船舶の船主が負う責任下限額を2000万SDRとし、1992年CLCによる責任

限度額との差を船主が負担し、他方タンカー油濁損害賠償協定（TOPIA）は、2003年追加基

金議定書に基づく追加拠出金の50%を船主が負担することを定める。このようにタンカー

起因の油汚染損害に対しては徹頭徹尾船主と荷主の民事責任で対応することが定着している

が、被害総額と条約の設定する責任限度額との間のギャップが常に問題となる構造をもつ。

IMOは、船舶起因の越境損害については、CLCを基本とした民事責任条約をタンカーに

よる油汚染損害以外にも広げてきた。タンカー以外の船舶燃料庫（バンカー）から漏出した

油汚染事故損害に適用する2001年の燃料油汚染損害民事責任条約、化学物質等の有害有毒

物質の海上輸送事故損害に適用する1996年危険有害物質海上輸送損害責任条約（HNS）およ

びそれを諸国に受け入れやすく改正した2010年HNS議定書（23）がそれである。同様の民事責

任の枠組みは、海洋に関係する有害廃棄物越境移動処分損害の責任に関するバーゼル議定

書（24）、南極条約環境保護議定書附属書VI（25）においても採用されているほか、国連国際法委

員会（ILC）が採択した「有害な活動から生じる越境損害の場合の損失の配分に関する原則」

の原則3においても、越境損害の被害者に対する迅速かつ十分な補償を確保するために国が

とるべき必要な措置として、事業者の無過失責任、保険等による補償請求への財政的な担

保、産業界全体の基金の設置が掲げられている（26）。今や民間の事業者による国際法上禁止さ

れてはいないが有害な活動に起因する損害の賠償問題は、事業者の民事責任によって処理

するという考え方が基本に据えられたと言っても過言ではない。この考え方の基本にある

のが、1992年にリオデジャネイロで開催された国連環境開発会議で合意されたリオ宣言の

原則16に掲げられた「汚染者負担の原則」である。同原則は、1972年の経済協力開発機構

（OECD）勧告では環境政策の国際経済側面に関する指導原則として出発しながら、やがて汚

染によって要した費用は汚染事故の発生源である法人または自然人に負担させるべきだと

いう法原則に展開し（27）、今や国際民事責任条約を支える中核的理念となっている。

これに対し、国際民事責任条約では、国の責任はまったく触れられないか、国家責任に

関する一般国際法上の規則に影響しない旨を注記する程度の言及しかなされていない。し

かし、ILCが前記原則の前文で、国は防止の義務違反に対して国際法上責任を負うことに留

意していること、南極条約環境議定書附属書VIが第10条で、国は権限範囲内で適当な措置

をとった場合には事業者が対応措置をとらなかったことについて賠償責任を負わないとす

る規定を置いたように、国の環境保護・保全義務と事業者に起因する損害に対する国の賠

償責任の問題は依然として重要な課題として残されていた。

（3） 2011年国際海洋法裁判所海底紛争裁判部勧告的意見とその意義

深海底活動保証国の責任および義務に関する2011年国際海洋法裁判所（ITLOS）海底裁判

部の勧告的意見（12名全員一致）（28）は、海洋法条約のなかで私人活動に対する国の義務と賠

償責任の内容に唯一触れながらも、事業者（「契約者」とも言う）と保証国が負う義務と責任

の相互関係について未解決の点を多く残していた第139条2項の意味に光をあてた。さらに

同意見は、越境環境損害に関する事業者の民事責任と国の賠償責任との関係一般について
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も示唆を与えた点で重要な意義をもつ。第139条2項は「締約国……によるこの部の規定に

基づく義務の不履行によって生ずる損害については、国際法の規則及び附属書 III第22条の

規定の適用を妨げることなく、責任が生ずる〔以下、第1文と言う〕。……。ただし、締約国

は、第153条4及び同附属書 III第4条4項の規定による実効的な遵守を確保するためのすべ

ての必要かつ適当な措置をとった場合には、……当該締約国が保証した者がこの部の規定

を遵守しないことにより生ずる損害について責任を負わない〔原文に基づき以下、第2文と言

う〕」（公定訳）という規定である。本件の中心問題のひとつは、事業者が海洋法条約および

附属書、深海底制度実施協定、国際海底機構（以下、「機構」と略す）が制定する規則、同機

構と締結する契約に基づいて負う義務に違反した探査活動を行なうこと（以下、「契約者の義

務不遵守」と言う）によって環境損害が生じた場合に、第139条2項に従って保証国自身が負

わなければならない賠償責任の範囲は何か（諮問事項2）にあった。この場合、第139条2項

は、損害の発生があることを前提条件とする（29）。保証国の義務不遵守が損害を発生させない

場合の責任問題は、国家責任に関する慣習国際法規則により規律されるが（30）、第139条2項

の問題には直接関係しない。また契約者自身が負う賠償責任の性質も勧告的意見の検討対

象外である。附属書 III第22条は、契約者による不法の行為（wrongful act）に起因する損害に

対する契約者の責任を定めるが、この種の損害について契約者の厳格責任を定めなくても

よいのかという問題は残る。しかし、勧告的意見の関心は、あくまで契約者の義務不遵守

から生じる損害に対して保証国が負う責任の範囲は何かにあるので、契約者が負うことの

ある厳格責任と保証国の関係は直接問題にはされていない。

勧告的意見は、まず、海洋法条約第139条2項の規定からみて、保証国の賠償責任は、契約

者の義務不遵守から直ちに生じるのではなく、保証国が海洋法条約や深海底制度実施協定

などに基づいて自ら負った義務の違反から生ずる自己責任であり、保証国の義務違反と契

約者が引き起こした損害との間には因果関係が証明されなければならないと強調する（31）。つ

まり、保証国が負うのはあくまで自らの国際違法行為に対する国家責任（State Responsibility）

である。もっとも海洋法条約第139条2項および第304条は、第139条2項の規定が責任に関

する慣習国際法規則の適用を妨げない旨を規定する。この点につき勧告的意見は、責任に

関する慣習国際法については、特に ILCが採択した国家責任条文を考慮すべきだとして、適

法行為に関して国に賠償責任を課す規則はいまだ実定法化しておらず、国の義務違反に責

任を基礎づけるということは厳格責任の適用を排除することを意味するとした（32）。

次に勧告的意見は、保証国が海洋法条約に基づいて負っている義務には、保証国自らが

遵守すべき直接的義務と、保証国が保証した契約者が行なう活動に関連して負う第139条1

項に基づく「確保の義務（the responsibility to ensure）」とがあり、これらの義務の各性質が保

証国の賠償責任の範囲を決定するところ、前者の違反の賠償責任はもっぱら第139条2項第

1文により、後者の違反の賠償責任は同条項第1文と第2文により決定されると言う（33）。勧

告的意見によれば、保証国自らが遵守しなければならない直接的義務には、機構を援助する

義務、予防的取り組み（precautionary approach）を適用する義務、環境に対する最善の実行を

適用する義務、環境影響評価を実施する義務などが含まれるが（諮問事項1に対する意見）（34）、
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直接的義務の違反には第139条2項の第1文のみが適用され第2文の適用はないから、保証国

は賠償責任から免除されない（35）。他方、契約者による義務不遵守がないように確保する義

務は「結果の義務」ではなく「行為の義務」であり、保証国が契約者による遵守を確保す

るための可能な最善の努力をする「相当の注意」義務とされる。相当の注意の基準は時と

ともに変わり、危険の程度および関連する活動によっても変わるが、これらの措置は法令

と行政措置とで構成され、契約期間効力を有し探査段階完了後の契約者を拘束するもので

なければならず、また機構が採用する国際規則・手続より緩やかでなく実効性において劣

らないという意味で「合理的に適当」なもの（契約者の財政的・技術的能力、保証証明書の発

給条件、不履行に対する制裁を含むもの）であってかつ執行が確保されなければならない（諮

問事項1および3への回答）（36）。この確保の義務の違反の場合には、附属書 III第4条4項に「保

証国は、自国の管轄の下にある者による遵守の確保のため、自国の法制度の枠内で合理的

に適当な法令を制定し及び合理的に適当な行政上の措置を講じている場合には、自国が保

証している契約者の不履行によって生ずる損害についての責任を負わない」という特別の

規定がある。この免責の要件として勧告的意見は、実効的な遵守を確保するためのあらゆ

る必要かつ実効的な措置をとることを求め、保証国にはとるべき措置について無制限の裁

量はなく上記の条件を満たす「合理的に適当な」措置でなければならないとする（37）。しかも

便宜的保証国の弊害を防ぐために、保証国の責任と賠償責任については発展途上国である

か否かにかかわらずすべての保証国に平等に適用されることを原則とし、予防的アプロー

チが国の能力に応じて適用されることはあるが、「最善の環境実行（best environmental practices）」

に従う義務は一律に適用されなければならないと明言した（38）。

以上から保証国が直接的義務に違反した場合には、保証国は損害と義務違反に因果関係

がある限り、契約者の義務不遵守に起因する損害の賠償責任から免責されないが、これは

勧告的意見が、直接的義務の遵守を、確保する相当の注意義務に適合するための関連要素と

みなしていることからも説明できる（39）。例えば、予防的取り組みを実施する直接的義務につ

いて勧告的意見は、潜在的危険を示す兆候のある場合に保証国がその危険を顧みないとき

は相当の注意義務を果たしたことにならず、保証国は契約者による予防的取り組みの遵守

を確保する義務を負うと述べ、また海洋法条約および慣習国際法に基づく国の直接的義務

である環境影響評価実施義務につき、自らとともに契約者がこの義務を遂行するよう確保

するため適切な手段を講じなければならないと指摘する（40）。保証国が直接的義務を遵守して

いないときは第139条2項第2文に言う「すべての必要かつ適当な措置」はとられていない

ことになり、保証国が負う直接的義務は、確保する義務の水準を決定する要素と考えられる。

ただし第3に、勧告的意見は、附属書 III第22条から契約者の不法行為に対する主要な責

任は契約者にあり、契約者が生じさせた損害に対する保証国の責任は、連帯責任ではなく

保証国の義務違反に対する自己責任であって、2つの賠償責任が並立しているとみなす（41）。

そこで、契約者が実際の損害額を支払った場合には、保証国による賠償の余地はなく、反

対に契約者が完全に損害を 補しなかった場合であっても、保証国がすべての必要かつ適

当な措置をとった場合または保証国に義務不履行があるがその不履行が損害と因果関係を
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もたない場合には、第139条2項によって保証国が残余責任を負う余地はないというのが海

底裁判部の意見である（42）。

さて以上の勧告的意見は、海洋法条約第139条2項に定める保証国の義務の内容と、保証

した契約者の義務不遵守に起因する損害に対する、保証国の条約義務違反の法的効果とし

ての賠償責任に関するものであるが、同時にそれは、私的事業者に対する「確保する義務」

の性格、「相当の注意」義務と予防原則の関係、「確保する義務」と国が負う直接的義務との

関係、事業者の賠償責任と国の賠償責任の関係など、国の「確保する責任」とその違反の

結果負う賠償責任に関する一般的国際法規則に重要な示唆を与えるものとなっている。「確

保する責任」が海洋法条約第194条2項の管理責任に位置づけられていることから、汚染者

負担原則に基づく国際民事責任条約の諸原則を優位させつつも、今や領域管理から機能的

管理まで適用範囲を拡大したトレイル・スメルター原則が海洋越境損害の国の賠償責任を

規律する原則として一定の機能を果たしうることを予測させるものとなっている。

結びにかえて

福島第1原子力発電所事故に際し、東京電力はより大きな危険を回避するため低濃度放射

性廃液を海に放出した。1992年のロンドン投棄条約の1996年議定書は、附属書 Iに掲げる

以外の廃棄物等の投棄を禁止した（第4条1）。低濃度放射性廃液の投棄もこれに含まれるが、

第8条の緊急投棄の規定があるほか、そもそも同議定書は陸上廃棄物処理施設からの放出に

は適用されない（第1条4）（43）。他方、海洋法条約第194条3項（a）は毒性または有害物質の陸

の発生源からの放出についてできる限り最小にする措置をとる義務を締約国に課すが、放

出措置はこの義務の範囲内にとどまると考えられる。他方、原子力事故早期通報条約は、

第2条において管轄下で生じた「放射線安全に関する影響を及ぼしうるような国境を越える

放出」のある場合の通報義務、第3条においてこれ以外の場合の通報について定めるが、日

本政府は、この放出措置に伴う諸国への連絡を第3条に基づくものと説明した（44）。これらの

通報義務、あるいはMOXプラント（核燃料再処理施設）事件で ITLOS暫定措置命令が言及し

た情報交換、危険観測、汚染防止措置での一般国際法上の協力義務（45）は、上記直接的義務

に該当する。福島第1原発事故では高濃度放射性廃液の漏出も確認されたが、越境損害を生

じさせることはなかった。しかし、万一、原子力事故によって越境海洋汚染を生じさせる

ような事態が生じた場合には、海洋法条約第194条1項から3項（a）に定める義務を誠実に履

行するとともに、第235条2項に基づき原子力損害賠償法の利用可能性を確保する義務が生

じることになろう。原子力損害賠償法は異常に巨大な天災地変または社会的動乱（第3条1

項）以外は原子力事業者に無限責任を課すために、国の残余責任は問題にならない。しかし

これに関連して国に独自の過失があるときは国家賠償法の適用があることを政府が認めた

ことにも類似して、事業者の民事責任とは別個に、上記のような海洋法条約に基づく国の

相当の注意義務の違反があれば国の国際法上の責任が生じうる可能性がある。こうした場

合に ITLOS海底裁判部の勧告的意見が表明した法理がどのように展開していくかは、今後

の海洋関係の事案の積み重ねに待つしかない。陸上起因の越境海洋汚染損害についても、
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民事責任条約の適用とともに国家責任法のいっそうの検討と発展が望まれる。
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